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  今回の第 19 代大統領選挙は、前大統領が任期内に罷免されるという韓国政治史上初の事態か
ら実施されるようになったものであるが、弾劾の直接的な事由は 2016年 9月 20日の『ハンギョ





する抗議のデモが 10 月 29 日に始まり、崔順実や安鍾範大統領府政策調整首席秘書官らの逮捕、
12 月 9 日の国会における弾劾訴追案の可決、2017 年 3 月 10 日の憲法裁判所における大統領罷
免、31日の朴槿恵逮捕という「蝋燭革命」に発展した。憲法裁判所で弾劾裁判に当たった安昌浩
裁判官は、判決に際して「帝王的大統領制」という言葉をそのまま用いて現行憲法の仕組みを批





































統領の指示もこの 3 人組を通じて下されていた。3 人組は 1998 年に朴槿恵が国会議員になった
ころから秘書として強い信頼を受けていた(『ハンギョレ新聞』電子版 2014年 10月 15日；2016
年 10月 30日発聯合ニュース)。うち、チョン・ホソンは崔順実に対する機密漏洩の容疑で 2016
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れに言及したことがない。その理由は、盧武鉉が 2002年 12月 19日の第 16代大統領に当選して
から間もなく与党が分裂状態に陥ったことであった。図らずして、与党に対する統制力を弱めて
しまった盧武鉉は 2004年 3月に弾劾訴追を受けることになり、3月 12日から弾劾安が憲法裁判
所で棄却される 5月 14日までの間、職務停止に追い込まれた。文在寅は盧武鉉の失敗を教訓にし
て、与党の議員たちを敵に回さないように気をつけているようである。 
  また、文在寅は現行憲法の、改選がなく 1 期のみという大統領制には不便を感じているようで
ある。現行憲法では大統領の任期は 5年であるのに対して、国会議員の任期は 4年であり、大統
領は任期中に 2回も国会選挙に振り回されることになる。すでに 2007年 1月 9日、当時の盧武
鉉大統領は大統領の任期を国会議員と同じく 4 年にし、2 期までの再選を可能にしようという憲
法改正案を発表したことがあった。ただし、当時はすでに李明博が次期大統領として確定してお
り、レームダックとなっていた盧武鉉の提案は韓国社会の注意を引くことはなかった。 
  文在寅は 2017年 4月 12日に国会憲法改正特別委員会の席で初めて憲法改正について語った。










  文在寅は 2017 年 5月 9 日の選挙で当選したものの、与党となった「共に民主党」の国会での
議席数は 123席で議員定数の 41%にすぎない。それでも、文在寅は 5月 19日、与野 5党の院内
代表と会談して、選挙制度の改編を含む改憲を進める意志を示し、改憲論議を始めることに関す
る合意をとりつけた(青瓦台ブリーフィング 5月 19日)。長官人事が確定次第、与野党で政治改革
に関する論議が本格的に始まることになるであろう。そこでは、文在寅の与党をまとめる力量と
ともに、野党との交渉能力が問われることになるとみられる。 
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